
出生率の低い東京への一極集中

東 京 全国計 東京の割合

面 積 (H25) 2,189ｋ㎡ 377,962ｋ㎡ 0.6％

人 口 (H25) 13,300千人 127,298千人 １割

合計特殊出生率(H25) １．１３ １．４３ （福井1.60)

上場企業数(H25) 1,731社 3,525社 ５割

法人税額 （H24) 4兆3,573億円 9兆2,040億円 ５割

H23 H24 H25

東京への流入 ３万４千人 ３万４千人 ７万人

＜全国における東京の占める割合＞

＜東京への社会増＞

〇 近年、出生率の低い東京への人口集中が加速
〇 人口減対策の特効薬⇒人と企業を出生率の高い地方に分散

＜合計特殊出生率（H25）＞

・アベノミクスによる景気回復により
東京への流入が倍増

・オリンピックでさらに集中が加速か

. .
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【福井県資料】
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地方エリア ７割 東京エリア ３割

ふるさと企業減税の導入

○兆円

地 方 東 京実効税率（％）

・赤字法人への対応
欠損金の繰越控除(2.3兆円)

外形標準課税
・租税特別措置 (1.0兆円)

・減価償却制度

※( )はH24の税負担軽減措置の実績

課税ベース拡大
による税源確保

国の検討案
全国一律△６％
（３兆円）減税

〇 国の３課題 「人口減対策」「成長戦略」「財政再建」の解決手段が「ふるさと企業減税」

〇 国が検討中の減税規模（３兆円）を維持しながら、地方の法人税を東京より大きく減税

①全国一律に３％減税（１.４兆円）

②東京エリアを除く地方エリアについて、
法人税２０％定率減税
〔実効税率５％相当（１.５兆円）〕

① △３％

② △５％

〇東京エリアはフランス・ドイツなみ、
地方エリアは中国・韓国なみの税率水準に

現在の税収割合

フランス(33%)ー

ドイツ(30%)－

中国(25%)－
韓国(24%)－

３２％

２７％

２９％

※ 法人住民税の課税標準を税額控除前の法人税額とすることにより、法人住民税は減収にならない。 2



＜国のメリット＞ 国の３つの課題「人口減対策」、「成長戦略」、「財政再建」を同時に解決

「人口減対策」・・・出生率の高い地方エリアへの人と企業の移転により、子どもの数が増加

「成長戦略」 ・・・企業の海外シフトを抑制、海外から地方への投資を促進

「財政再建」 ・・・減税財源を課税ベースの拡大により確保。東京の減税幅を圧縮すれば財政再建にも貢献

＜地方のメリット＞ 人と企業の定着

「人口減対策」・・・これまでの投資減税では効果のなかった事務職の地方移転(女性のＵターン）に有効

「企業の創業」・・・アジア諸国並みの税率により企業の海外流出防止、海外からの企業移転、企業創業に貢献

「企業の定着」・・・地方の従業員割合に応じた恒常的な減税により、企業の地方定着にも効果

＜東京のメリット＞ 極端な過密の解消

「企業競争力向上」・・災害リスクが低減。地代などコストの低下により競争力が向上

「生活の質の向上」・・通勤時間の短縮など生活の質が向上し、出生率が改善

＜企業のメリット＞ 投資や手間のいらない減税

「投資不要の減税」・・設備投資を伴わずに、従業員を地方に移転するだけで減税

「簡単な手続き」・・・必要な手続きは、確定申告時の分割基準情報（法人住民税用と同じもの）の添付のみ

ふるさと企業減税のメリット

〇 ふるさと企業減税は、国、地方、東京、企業それぞれにメリット
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簡易なふるさと企業減税

〇 ふるさと企業減税は、企業、国、自治体それぞれにとって簡易な制度
〇 制度に必要となる分割基準情報も法人住民税のデータを使用可能

○設備投資減税（国家戦略特区）の場合
企業は、減税を受けるために３ステップが必要

法人指定の
申請・認定

事業実施状況の
報告・認定（年度末）

確定申告
（年度末）

○ふるさと企業減税の場合
企業は、１ステップで手続き完了
減税を受けるために、新たな作業が発生しない

＜設備投資減税とふるさと企業減税の比較＞

特区計画の
申請・認定

企業の手続き：３ステップ

※分割基準情報：
・法人の県別従業員数を明示したもの
・法人住民税用に作成したものを利用

県 内閣府
申請

認定

① 企 業 県
申請

認定

② 企 業 県
報告

認定

③ 企 業 税務署申告

確定申告

+分割基準情報① 企 業 税務署申告

企業の手続き：１ステップ
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マイポータル

寄附の情報（データ）

ワンクリック
で情報連携

B市役所 勤務先

確定申告書データの提出
（源泉徴収票・領収書は不要）

税務署

住所地のA市役所 給与支払報告書

寄附

寄附者

マイナンバー制度活用による簡素化案

＜概要＞
・マイポータルには、寄附金領収書と源泉徴収票のデータが集まる
・確定申告書はそのデータをｅ－Ｔａｘ（国税電子申告・納税システム）に取り込むだけで自動的に完成
・確定申告手続は確定申告書データを税務署に送信するだけで完了

難しい計算や確定申告書の作成が
簡単に！

e-Tax

年末調整の情報（データ）
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ふるさと応援ファンディング

県（事業を提案した担当部署）

（県内）
提案した団体

（全国）①寄付の働きかけ
（クラウドファンディングも活用）

＜概要＞
・県の担当部署や団体が、寄付を募って実施したい事業を提案
・この事業をふるさと納税の対象として、クラウドファンディングも活用しながら寄付を働きかけ
・事業実施に際し、寄付者を招待するなど寄付者との関係を築くようなお礼を進呈

②
寄
付

＜団体からの提案の場合＞
県事業として適当か審査・認定を行う。

県

⑤事業に関連したお礼の進呈
（銘板に氏名を記載、現地ツアーに招待など）

③寄付金を担当部署・団体へ

ふるさと納税の新しい仕組み①

事業の実施主体

または

④事業の実施
＜事業例＞
１．歴史的建造物の復元
２．空き家対策（空き家見学ツアー）
３．地域魅力発信（タウン誌作成）
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ふるさと母校応援

県

②ホームページで各校
の事業を紹介

＜周年事業支援＞
・設立〇〇周年記念として、同窓会が校舎整備
等を行う場合にふるさと納税の税額控除を適用

⑥部活の支援、記念講演等県内の県立・私立高校

（全国）
同窓会

＜通常活動支援＞
・卒業生等が高校を指定して県へふるさと納税
として寄付

(1)寄付

(2)

寄
付

（全国）
同郷会、同
窓会のみな
さんなど 卒業生

卒業生

④
寄
付

(3)校舎整備等

ふるさと納税の新しい仕組み②

③働きかけ
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＜お礼＞
・記念証

記念品（少額の品から選択）
・記念日の地元新聞（保存用に加工）
・ふるさと百景の写真
・越前和紙等の記念品

定年退職就職 結婚、出産

②お礼（記念証）

①
寄
付

県

＜概要＞
・寄付者にとっての特別な日を記念してふるさとへ寄付してもらう。

・寄付者へ記念日を示した記念証を送り、県がともに記念日を祝う。

ふるさとへの記念日納税

～人生の一大イベント時にふるさとへ感謝の気持ちを～

ふるさと納税の新しい仕組み（３）

（イメージ）
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